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4月米国雇用統計 非農業部門雇用者数が順調に増加
0.5％の利上げが賃金上昇に与える影響に注目

（審査確認番号 2022 - TＢ36）

2022年4月の失業率は引き続き低水準
6日に米国労働省が発表した4月の雇用統計は、
非農業部門雇用者数が前月比42.8万人増と市場
予想の同38.0万人増を上回りました。失業率は
3.6%と前月から横ばいではあったものの、2020
年２月以来の低水準を維持しています(図表1)。
新型コロナウイルスの影響が軽微になりつつあり、
経済活動の正常化が進んでいることから、「接
客・レジャー」「製造業」「輸送・倉庫」の雇用
者数の増加が目立つ結果となりました。
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成

図表1：非農業部門雇用者数の増減と失業率

米国雇用統計とは？
米国の雇用情勢を調査した統計で、米国労働省が公表。米国雇用統計は速報性が高く、原則として
毎月の第１金曜日に公表される。
米国の金融政策を見通すうえで、雇用関連指標の代表である雇用統計の重要度は高く、投資家の関
心が集まる経済指標。

図表２：非農業部門雇用者数と労働参加率

今後の賃金上昇の行方に注目が集まる
非農業部門雇用者数はコロナ禍前の2020年2月
と比較して、約119万人少ない(2020年2月比で
99.2%)水準まで回復してきました(図表2)。16
歳以上の人口に占める労働力人口を示す労働参加
率は62.2％と前月の62.4％から低下しました(図
表2)。直近の求人数が1,150万人を上回り2000
年の調査開始以来最高を記録するなど、企業の人
手不足が続いているにもかかわらず、労働参加率
が低下したことから、企業の採用活動がさらに困
難になることも考えらえます。
4月の労働者の平均時給は前月比＋0.3％と3月
の同＋0.5％から伸びが低下したことから、市場
では賃金上昇圧力が一服したのではないかとの見
方もあります。一方、前年同月比では＋5.5％と
高い伸びが続いており、企業が賃上げによって人
手不足の解消を進めているとみられます。５月の
FOMC（米連邦公開市場委員会）で0.5％の利上
げが実施されましたが、賃金上昇等を背景とする
インフレ圧力の高まりが緩和されるか、今後の動
向が注目されるものとみられます。

※ 非農業部門雇用者数増減は前月比
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